
公営企業の脱炭素化の推進
 ＧＸ実現に向けた基本方針（令和５年２月10日閣議決定）において、地域脱炭素の基盤となる重点対策を率先して実施することとされるなど、
地方公共団体の役割が拡大したことを踏まえ、公営企業の脱炭素化の取組に対して、以下のとおり地方財政措置を講じる。

１対象事業
○地方公共団体実行計画に基づいて行う公共施設等の脱炭素化のための地方単独事業
（太陽光発電、公共施設等のZEB化、省エネルギー、電動車等の導入）

※この他、小水力発電(水道事業・工業用水道事業)やバイオガス発電、リン回収施設等(下水道事業)、電動
バス(EV、FCV、PHEV)等の導入(交通事業(バス事業))についても対象

※売電を主たる目的とする発電施設・設備については対象外

対象事業 交付税措置率
太陽光発電
公共施設等のZEB化※１ 50％

省エネルギー
（省エネ改修※２、LED照明の導入）

財政力に応じて
30～50％

公用車における電動車等の導入
（EV、FCV、PHEV） 30％

２事業期間

３地方財政措置

○ 令和５年度～令和７年度

○ 地方負担額の１/２に「公営企業債（脱炭素化推進事業）」を充当した上
で、元利償還金の全額を一般会計からの繰出の対象とし、
その元利償還金に上表のとおり普通交付税措置
（残余（地方負担額の１/２）については、通常の公営企業債を充当）

通常の公営企業債

※１ 太陽光発電・ＺＥＢ化は、新築・改築も対象
　　また、太陽光発電設備の整備には、建材一体型太陽光発電          
　設備及びペロブスカイト太陽電池を含む

※２ 省エネ・高効率機器の導入、ポンプのインバータ制御化等の省
　エネ設備の導入等を含む

一般会計負担（繰出）
地方負担額の1/2

企業会計負担
地方負担額の1/2

元利償還金の 30～50％ を普通交付税措置

※水道事業、工業用水道事業、電気事業、ガス事業は一般会計出資債

公営企業債
（脱炭素化推進事業）

※専門アドバイザーの派遣（総務省・地方公共団体金融機構の共同事業）により、公営企業の脱炭素化の取組を支援

※令和７年度までに工事に着手した事業については、令和８年度以降も現行と同様の地方財政措置を講じる
※事業期間終了後の在り方については、地方団体における地域脱炭素に関する取組や地域の実情、

課題等を踏まえて検討
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